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 Ⅰ 屋久島町の人口の現状

 

１．人口動向分析 

 

（１）総人口の推移 

 

 

図表Ⅰ-1-1 総人口の推移 

 

出所：ＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）より作成（以下同様） 
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● 本町の人口は 1960年の 24,010人をピークに減少段階に突入 

● 1990年以降は世界自然遺産登録を契機とし、13千人台で推移 

● 将来人口は 2020年に 13千人台を割り込み、2040年には 11,058人と予測 

 国立社会保障・人口問題研究所（社人研）によると、我が国の人口は 2008 年の約 128 百万人を

ピークに、2040年には総人口が約 107百万人まで減少すると推計されています。 

 一方、本町の人口は、1960 年の 24,010 人をピークに減少段階に突入し、1990 年には 13,860 人

まで大幅に減少しています。しかし、1993年の我が国初の世界自然遺産登録を契機として、その

後は社会動態がプラスに転じたこと等から、13千人台で推移し、2010年の人口は 13,586人とな

っています。 

 また、社人研の人口推計では、2020 年に 13 千人台を割り込み、2040 年には 11,058 人と予測さ

れています。 
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（２）年齢 3区分別人口の推移 

 

 

図表Ⅰ-1-2 年齢 3区分別人口の推移 
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● 1995年に「老年人口」が「年少人口」を上回り、2025年までは増加傾向 

● 今後、「年少人口」および「生産年齢人口」は減少見込みであり、高齢化率は 2025 年に 35.5％、

2040年に 35.8％に達する見込み 

 本町の年齢 3区分別の人口をみると、1990年以降「生産年齢人口（15～64歳）」は横ばいで推移

しているものの、「老年人口（65歳以上）」は増加を続けています。また、「年少人口（0～14歳）」

は減少傾向で推移し、1995年には「年少人口」を「老年人口」が上回りました。 

 今後、「年少人口」と「生産年齢人口」は減少傾向で推移するものの、2025年までは「老年人口」

が増加することから、老年人口割合（高齢化率）も 2025年には 35.5％に達すると見込まれます。

その後「老年人口」は減少に転じるものの、「年少人口」と「生産年齢人口」の減少幅が大きい

ことから、2040年には高齢化率 35.8％に達すると見込まれています。 
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図表Ⅰ-1-3 年齢 3区分別人口割合の推移 
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（３）人口ピラミッドの推移 

 

 

図表Ⅰ-1-4 人口ピラミッドの推移 

 

 

 

 

● 人口ピラミッドは「ピラミッド型」から「ツボ型」へと変化 

● 「15～19歳」および「20～24歳」の人口は進学や就職等によって町外へ流出 

 人口ピラミッドの推移をみると、1980 年には団塊ジュニア世代を含む「年少人口」が多く、「老

年人口」が少ない「ピラミッド型」でしたが、「年少人口」および「生産年齢人口」の減少と「老

年人口」の増加により 2010 年には「ツボ型」へと変化し、2040 年には「逆ピラミッド型」へと

変化することが予測されます。 

 5歳階層別にみると「15～19歳」および「20～24歳」の人口が前後の階層に比べ少ない傾向があ

り、 

進学や就職等によって町外へ流出しているものと考えられます。 
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（４）自然・社会動態の推移 

 

 

図表Ⅰ-1-5 自然増減の推移 

 

 

図表Ⅰ-1-6 社会増減の推移 
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● 自然増減は老年人口の増加を反映し、「自然減」の状況が続く 

● 社会増減はバラツキがあるものの、転入・転出数は減少傾向 

● 「自然減」は今後拡大する見込みのため、人口減少が加速 

 本町の自然増減は 2005年以降、老年人口の増加を反映し、「自然減」の状況が続いています。 

 本町の社会増減は一進一退の状況であり、年によってバラツキがありますが、2004年頃までは転

入・転出数が各 900～1,000人前後で推移しましたが、最近は 700人前後と少なくなっています。 

 「社会増減」はバラツキがあり、「自然減」は今後拡大する見込みのため、人口減少が加速する

と予測されます。 



- 7 - 

 

図表Ⅰ-1-7 自然増減と社会増減の推移 

 

 

図表Ⅰ-1-8 自然増減と社会増減の影響 
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２．人口移動分析 

 

（１）性別・年齢階級別人口移動（社会移動）の推移 

 

 

図表Ⅰ-2-1 年齢階級別人口移動の推移（総数） 

 

  

● 本町の人口移動は、「進学」や「就職」等により「10～14歳→15～19歳」および「15～19

歳→20～24歳」時に大幅な転出超過 

● 30歳代や 40歳代のＵ・Ｉターン者による転入は、単身や独身者が多い 

 本町の人口移動は「10～14歳→15～19歳」および「15～19歳→20～24歳」時に大幅な転出超過

となり、「20～24歳→25～29歳」時に転入超過となる傾向があります。転出超過の要因は「進学」

や「就職」等と考えられ、若年層の人口減少に伴い転出超過数は減少傾向にあります。また、「20

～24 歳→25～29 歳」の転入超過数は横ばいで推移していることから、Ｕ・Ｉターンによる転入

超過と考えられます。 

 30 歳以降も転入超過の傾向となっており、Ｕ・Ｉターン者による転入超過と考えらますが、「0

～4歳→5～9歳」の転入はあまりみられないことから、単身や独身者のＵ・Ｉターンと考えられ

ます。 

 男女別にみると、ほぼ同様の動きとなっていますが、やや女性の方が男性より「10～14 歳→15

～19歳」および「15～19歳→20～24歳」時の転入超過が小さい傾向にあります。 

流出数は減少傾向 

流入数は横ばい 

Ｕ・Ｉターン者の転入超過 
子どもの転入は少ない 



- 9 - 

 

図表Ⅰ-2-2 年齢階級別人口移動の推移（男性） 

 

 

図表Ⅰ-2-3 年齢階級別人口移動の推移（女性） 
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（２）年齢階級別転入・転出の状況 

 

 

図表Ⅰ-2-4 2012年の年齢階級別転入・転出先 

 

 ※年齢不詳除く、以下同じ 
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● 「15～19歳」では鹿児島市への転出が多く、「20～24歳」では鹿児島市からの転入が最も

多いものの、その他県内や県外からも一定の転入がみられる 

● 30～54歳では三大都市圏や県外からの転入が多い 

 年齢階級別転入・転出先をみると「15～19歳」では鹿児島市への転出が多く、「20～24歳」では

鹿児島市からの転入が最も多いものの、その他県内や県外からも一定の転入がみられます。 

 また、30～54歳では三大都市圏や県外からの転入が多くなっています。 
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図表Ⅰ-2-5 2012年の年齢階級別転入・転出先増減 

 

 

図表Ⅰ-2-6 2013年の年齢階級別転入・転出先 
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図表Ⅰ-2-7 2013年の年齢階級別転入・転出先増減 
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（３）都道府県別転入先 

 

図表Ⅰ-2-8 2012年県外からの転入先 

 

出所：住民基本台帳人口移動報告より作成（以下同様） 

 

図表Ⅰ-2-9 2012年県内からの転入先 
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● 県外からの転入先では「東京都」や「神奈川県」、「大阪府」、「福岡県」など大都市からの転入

が多い 

● 県内からの転入先では、「鹿児島市」からの転入が最も多い 

 県外からの転入先では「東京都」や「神奈川県」、「大阪府」、「福岡県」など大都市からの転入が

多くなっています。また、年代別では 20～30歳代が「東京都」、60歳以上で「大阪府」からの転

入が多くなる傾向が見られます。 

 県内からの転入先では、「鹿児島市」からの転入が最も多くなっています。 
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図表Ⅰ-2-10 2013年県外からの転入先 

 

 

図表Ⅰ-2-11 2013年県内からの転入先 
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図表Ⅰ-2-12 2014年県外からの転入先 

 

 

図表Ⅰ-2-13 2014年県内からの転入先 
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（４）都道府県別転出先 

 

 

図表Ⅰ-2-14 2012年県外への転出先 

 

 

図表Ⅰ-2-15 2012年県内への転出先 
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【凡例】
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転出数10

● 県外へ転出先は、10歳代や 20歳代では「福岡県」や「東京都」、「神奈川県」などが多い 

● 県内への転出先では、「鹿児島市」への転出が最も多い 

 県外への転出先は、バラツキはあるものの、10 歳代や 20 歳代では「福岡県」や「東京都」、「神

奈川県」などが多くなっています。 

 県内への転出先では、「鹿児島市」への転出が最も多くなっています。 
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図表Ⅰ-2-16 2013年県外への転出先 

 

 

図表Ⅰ-2-17 2013年県内への転出先 
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図表Ⅰ-2-18 2014年県外への転出先 

 

 

図表Ⅰ-2-19 2014年県内への転出先 
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（５）高校卒業後の進路状況 

 

 

図表Ⅰ-2-20 高校卒業後の進路 

 

出所：学校基本調査より作成（以下同様） 
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● 高校卒業後の進路は、3～4割が大学等への進学、3割前後が専修学校等への進学、3割が就職 

● 就職者の県外就職割合は、2012年度までは 4割が県外で就職していたものの、最近は 2割を

割り込んでおり、鹿児島県内で就職する傾向 

 高校卒業後の進路をみると、毎年 70～100名程度が卒業し、うち 3～4割が大学等への進学、3割

前後が専修学校等への進学、3 割が就職となっています。また、女性に比べ男性の方が進学より

も就職を選択する割合が高くなっています。 

 就職者の県外就職割合をみると、2012年度までは 4割が県外で就職していたものの、最近は 2割

を割り込んでおり、鹿児島県内で就職する傾向がみられます。 
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図表Ⅰ-2-21 高校卒業後の進路構成比 

 

 

図表Ⅰ-2-22 就職者の県外就職割合の推移 
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３．結婚・出産動向分析 

 

（１）合計特殊出生率の推移 

 

 

図表Ⅰ-3-1 合計特殊出生率の推移 

 

出所：人口動態保健所・市区町村別統計（人口動態統計特殊報告）およびＲＥＳＡＳより作成 

（以下同様） 
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● 本町の合計特殊出生率は国や県を大きく上回っているものの、近年低下傾向にあり、人口維持

に必要な 2.08をやや下回る 2.03となっている 

 本町の合計特殊出生率は、1983～1987年は 2.54でしたが、以降低下傾向にあり、2008～2012年

は 2.03となっています。 

 本町は国や県の合計特殊出生率を大きく上回っているものの、人口維持に必要とされる 2.08 を

やや下回っています。 
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（２）婚姻・離婚・出生率の推移 

 

図表Ⅰ-3-2 人口千人あたりの婚姻率の推移 

 

出所：鹿児島県「衛生統計年報」より作成（以下同様） 

 

図表Ⅰ-3-3 平均初婚年齢の推移 
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● 本町の人口千人あたりの婚姻率は、4.5と国や県を下回っており、平均初婚年齢は上昇傾向に

あることから、少子高齢化や晩婚化が進んでいる 

 本町の人口千人あたりの婚姻率は、2012年で 4.5と国や県を下回っており、平均初婚年齢は上昇

傾向にあることから、少子高齢化や晩婚化が進んでいると考えられます。また、本町の人口千人

当たりの出生率は、合計特殊出生率の高さから 2012年で 10.3と国や県を上回っています。 

 本町の人口千人あたりの離婚率は、2009 年と 2010 年は国や県を下回ったものの、それ以外では

上回っており、2012年は 2.62となっています。 
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図表Ⅰ-3-4 人口千人あたりの出生率の推移 

 

 

図表Ⅰ-3-5 人口千人あたりの離婚率の推移 
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（３）生涯未婚率の状況 

 

 

図表Ⅰ-3-6 男性の生涯未婚率 

 

    出所：国勢調査より作成（以下同様） 

 

図表Ⅰ-3-7 女性の生涯未婚率 
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● 本町の生涯未婚率は、男女とも上昇傾向にあり、男性は国や県を上回っている 

 本町の生涯未婚率は、男女とも上昇傾向にあり、男性は 2010年に 24.42％と国や県を上回ってい

ます。一方、女性は 2010年で 10.33％と国や県とほぼ同水準となっています。 
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４．雇用・就業に関する分析 

 

（１）産業別就業者数の状況 

 

 

図表Ⅰ-4-1 産業別就業者数 

  

2000年 2005年
総数 総数 総数 構成比

973 938 882 13.2% -9.4%
農業 709 719 657 9.8% -7.3%
林業 93 69 91 1.4% -2.2%
漁業    171 150 134 2.0% -21.6%

1,556 1,172 996 14.9% -36.0%
鉱業 32 9 4 0.1% -87.5%
建設業 1,032 789 576 8.6% -44.2%
製造業 492 374 416 6.2% -15.4%

4,150 4,526 4,779 71.6% 15.2%
電気・ガス・熱供給・水道業 28 19 38 0.6% 35.7%
情報通信業 10 12 0.2% -97.1%

運輸業、郵便業 270 318 4.8% －
卸売業、小売業 1,281 1,034 920 13.8% -28.2%
金融業、保険業 80 84 68 1.0% -15.0%
不動産業、物品賃貸業 13 10 71 1.1% 446.2%
学術研究、専門・技術サービス業 － 59 0.9% －
宿泊業、飲食サービス業 920 1,098 16.4% －
生活関連サービス業、娯楽業 － 404 6.1% －

教育、学習支援業 302 367 5.5% －

医療、福祉 560 657 9.8% －

複合サービス事業 150 116 1.7% －
サービス業（他に分類されないもの） 763 266 4.0% －
公務 449 404 385 5.8% -14.3%

0 0 18 0.3% －

6,679 6,636 6,675 100.0% -0.1%

産業分類
2010年 増減

2010/2000
第１次産業

416

1,883

合計

第２次産業

第３次産業

分類不能の産業

● 産業別就業者数、2000年に比べ 2010年の就業者数はほぼ同数だが、第 1次産業と第 2次

産業の就業者数は減少し、第 3次産業の就業者数が増加 

● 業種別にみると、「宿泊業、飲食サービス業」や「卸売業、小売業」、「農業」、「医療、福祉」が

多い 

 産業別就業者数をみると、2010年の就業者数は 2000年と比較すると、ほぼ同数となっています。

しかし、第 1次産業と第 2次産業の就業者数は減少し、第 3次産業の就業者数が増加しています。 

 業種別にみると、「宿泊業、飲食サービス業」が 1,098 人（構成比 16.4％）と最も多く、次いで

「卸売業、小売業」が 920人（構成比 13.8％）、「農業」および「医療、福祉」が各 657人（構成

比 9.8％）の順となっています。 

 業種別就業者の男女構成比をみると、「卸売業、小売業」、「金融、保険業」、「宿泊業、飲食サー

ビス業」、「医療、福祉」で女性の割合が高くなっています。 

 業種別就業者構成比をみると、男性では「建設業」や「卸売業、小売業」、「宿泊業、飲食サービ

ス業」の割合が高く、女性では「宿泊業、飲食サービス業」や「医療、福祉」、「卸売業、小売業」

の割合が高くなっています。 

出所：国勢調査より作成（以下同様） 
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図表Ⅰ-4-2 業種別就業者の男女構成比（2010年） 

 

 

図表Ⅰ-4-3 業種別就業者構成比（2010年） 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業
林業
漁業
鉱業

建設業
製造業

電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業

運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業
学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業
生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業
医療、福祉

複合サービス事業
サービス業（他に分類されないもの）

公務

男性 女性

9.8%

10.9%

8.5%

8.6%

13.3%

2.5%

6.2%

7.1%

5.1%

13.8%

11.7%

16.5%

16.4%

11.2%

23.2%

9.8%

4.0%

17.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数

男性

女性

農業 林業 漁業 鉱業

建設業 製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業

運輸業、郵便業 卸売業、小売業 金融業、保険業 不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業 宿泊業、飲食サービス業 生活関連サービス業、娯楽業 教育、学習支援業

医療、福祉 複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの） 公務

分類不能の産業



- 27 - 

 

（２）年齢階級別就業者数の状況 

 

 

図表Ⅰ-4-4 年齢階級別の産業別就業者数構成比（男女計）（2010年） 
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● 年齢階級別の産業別就業者数構成比は、「農業、林業」や「林業」、「建設業」などの労働集約型

産業で 30歳代以下の構成比が低い 

● 「農業、林業」では 60歳代以上の構成比が 5割を超えており、担い手不足が懸念される 

 年齢階級別の産業別就業者数構成比は、「農業、林業」や「林業」、「建設業」などの労働集約型

産業で 30 歳代以下の構成比が低くなっています。また、「農業、林業」では 60 歳代以上の構成

比が 5割を超えており、担い手不足の状況が伺えます。 

 男女別では、男性では「情報通信業」や「教育、学習支援業」、「医療、福祉」などで 30 歳代以

下の就業者構成比が高く、女性では就業者数は少ないものの、「電気・ガス・熱供給・水道業」

や「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「教育、学習支援業」、「公務（他に分類されるものを除く）」

などで 30歳代以下の就業者構成比が高くなっています。 
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図表Ⅰ-4-5 年齢階級別の産業別就業者数構成比（男性）（2010年） 

 

 

図表Ⅰ-4-6 年齢階級別の産業別就業者数構成比（女性）（2010年） 
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（３）業種別就業者の平均年齢 

 

 

図表Ⅰ-4-7 業種別就業者の平均年齢（2010年） 
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● 業種別就業者の平均年齢は、「農業、林業」の平均年齢が 60歳を超えています。また、「学術

研究、専門・技術サービス業」も県平均と比較し高い水準 

● 「不動産、物品賃貸業」や「教育、学習支援業」などでは県平均と比較し、低い水準 

 業種別就業者の平均年齢をみると、「農業、林業」の平均年齢が 60歳を超えています。また、「学

術研究、専門・技術サービス業」も県平均と比較し高い水準にあります。 

 一方、「不動産、物品賃貸業」や「教育、学習支援業」などでは県平均と比較し、低い水準にあ

ります。 
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（４）就業者特化係数 

 

 

図表Ⅰ-4-8 業種別就業者数と特化係数（2010年） 
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● 就業者数の多い「農業」や「宿泊業、飲食サービス業」、「生活関連サービス業、娯楽業」では

特化係数が１を超えている 

● 本町の基盤産業は「宿泊業」や「窯業・土石製品製造業」、「飲料・たばこ・飼料製造業」であ

り、なかでも「宿泊業」は雇用力がある 

 業種別就業者の特化係数をみると、就業者数の多い「農業」や「宿泊業、飲食サービス業」、「生

活関連サービス業、娯楽業」で特化係数が１を超えていますが、「卸売業、小売業」や「医療、

福祉」では 1を下回っています。また、就業者数は少ないものの「林業」や「漁業」、「複合サー

ビス事業」も 1を上回っています。 

 本町の稼ぐ力と雇用力をみると、基盤産業は「宿泊業」や「窯業・土石製品製造業」、「飲料・た

ばこ・飼料製造業」などとなっており、なかでも「宿泊業」は雇用力がある産業であると言えま

す。 
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図表Ⅰ-4-9 屋久島町の稼ぐ力と雇用力（2012年） 

 

出所：総務省「地域産業構造の見方、捉え方」より作成 
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（５）子育て世代の就業状況 

 

 

図表Ⅰ-4-10 子供あり世帯の就業状況（2010年） 

     最年少の子 3歳未満の世帯          最年少の子 3歳以上 7歳未満の世帯 

   

 

    最年少の子 7歳以上 13歳未満の世帯      最年少の子 13歳以上 16歳未満の世帯 

   

 出所：国勢調査より作成 
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● 子育て世代の就業状況は、最年少の子が、幼稚園（保育園）、小学校、中学校に上がるにつれて、

「共働き世帯」が多くなる傾向 

● 特に小学校に入学する 7歳以降が共働きする大きな転換点 

 子供あり世帯の就業状況をみると、最年少の子 3歳未満の世帯では「夫婦どちらかが就業」が最

も多く 57.3％となっており、「共働き世帯」は 39.3％となっています。以降、最年少の子が、幼

稚園（保育園）、小学校、中学校に上がるにつれて、「共働き世帯」が多くなる傾向にあります。 

 特に小学校に入学する 7歳が共働きする大きな転換点であることが考えられます。 
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（６）雇用情勢 

 

 

図表Ⅰ-4-11 熊毛地区の求職・求人数の推移 

 

     出所：熊毛地域の概況より作成（以下同じ） 

 

図表Ⅰ-4-12 熊毛地区の有効求人倍率の推移 
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● 熊毛地区の求職・求人数は、求職者数が減少傾向にあり、求人数は増加傾向にあり、2013年

度は 0.75倍 

● 有効求人倍率は 1.0倍を下回っており、雇用情勢は厳しい状況が続いている 

 熊毛地区の求職・求人数は、求職者数が減少傾向にあり、求人数は増加傾向にあることから、有

効求人倍率は徐々に改善しつつあり、2013年度は 0.75倍と県をやや上回っています。 

 しかし、求人数が求職者数を上回る 1.0倍を依然として下回っており、雇用情勢は厳しい状況が

続いています。 
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５．産業構造に関する分析 

 

（１）事業所の状況 

 

 

図表Ⅰ-5-1 産業別事業所数の推移 

 

※公務除く 

出所：事業所・企業統計調査、経済センサス基礎調査、活動調査より作成（以下同じ） 
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● 第 1次産業と第 2次産業の事業所数が減少する一方、第 3次産業の事業所数が増加しており、

2012年は全体で 1,012 事業所 

● 業種別では、「宿泊業、飲食サービス」が最も多く、次いで「卸売業、小売業」、「建設業」の順 

 本町の事業所数をみると、第 1次産業と第 2次産業の事業所数が減少する一方、第 3次産業の事

業所数が増加しており、2012年は全体で 1,012事業所となっています。 

 業種別にみると、「宿泊業、飲食サービス」が 269事業所（構成比 26.6％）と最も多く、次いで、

「卸売業、小売業」が 232 事業所（構成比 22.9％）、「建設業」が 103 事業所（構成比 10.2％）

の順となっています。 
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図表Ⅰ-5-2 産業大分類別事業所数構成比（2010年） 
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3.5%

学術研究、専門・技術サービ

ス業
18

1.8%

宿泊業、飲食サービス業
269

26.6%

生活関連サービス業、娯楽

業
81

8.0%

教育、学習支援業
16

1.6%

医療、福祉
37

3.7%

複合サービ

ス事業
18

1.8%

サービス業（他に分類されな

いもの）
66

6.5%
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（２）産業中分類別事業所数 

 

 

図表Ⅰ-5-3 産業中分類別事業所数 

2009年                 2012年 

   

 ※事業所数 10 以上のみ 

  

135
114

104
101
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45

39
23
22
22
22
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19
19
19
18
17
17
17
15
14
14
14
13
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11
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145

116

96

85

63

37

31

24

23

20

19

19

17

17

15

15

15

13

12

12

12

11

11

10

10

0 20 40 60 80 100 120 140 160

● 産業中分類別事業所数をみると、2012年は「宿泊業」が 1最も多く、次いで「飲食店」、「飲

食料品小売業」の順 

● 本町は観光産業である「宿泊業」や「飲食店」、および関連産業である「飲食料品小売業」や「洗

濯・理容・美容・浴場業」などが多い産業構造 

 産業中分類別事業所数をみると、2012年は「宿泊業」が 145事業所と最も多く、次いで「飲食店」

が 116事業所、「飲食料品小売業」が 96事業所の順となっています。 

 本町は観光産業である「宿泊業」や「飲食店」、および関連産業である「飲食料品小売業」や「洗

濯・理容・美容・浴場業」などが多い産業構造となっています。 
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（３）1事業所あたりの従業者数 

 

 

図表Ⅰ-5-4 １事業所あたりの従業者数 

 

※4.0 人以上のみ 

  

34.0

21.5
19.8 19.3

17.0 16.8 16.4 16.0 16.0
14.8 14.0

10.5 10.4 9.8 8.8 8.8 8.5 8.0 7.8 7.5 6.8 5.8 5.3 5.2 5.2 5.0 4.8 4.8 4.5 4.3 4.1 4.1 4.0 4.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

（人）

● 1事業所あたりの従業者数は、「学校教育」が最も多く、次いで「郵便業（信書便事業を含む）」、

「道路貨物運送業」の順 

● 事業所数の多い「宿泊業」は 5.0人、「飲食店」は 3.5人、「飲食料品小売業」は 4.8人となっ

ており、小規模な事業所が多い 

 1 事業所あたりの従業者数は、「学校教育」が 34.0 人で最も多く、次いで「郵便業（信書便事業

を含む）」が 21.5人、「道路貨物運送業」が 19.8人の順となっています。 

 一方、事業所数の多い「宿泊業」は 5.0人、「飲食店」は 3.5人、「飲食料品小売業」は 4.8人と

なっており、小規模な事業所が多くなっています。 
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（４）黒字・赤字企業割合 

 

 

図表Ⅰ-5-5 産業中分類別黒字・赤字企業割合（2012年） 

 

 ※秘匿の業種は除く 

 出所：ＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）より作成（以下同様） 

  

50%
33%

64%
75%

91%
69%

78%
88%

100%
57%

60%
83%

100%
78%

88%
91%

78%
50%

67%
100%

50%
100%

86%
78%
78%

100%
91%

71%
64%

75%
100%

81%
73%

100%
67%

78%
100%

33%
75%

100%

50%
67%

36%
25%

9%
31%

22%
12%

43%
100%
100%

40%
17%

22%
12%

9%
22%

50%
33%

50%

14%
22%
22%

9%
29%

36%
25%

19%
27%

33%
22%

67%
25%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業
林業

総合工事業
職別工事業（設備工事業を除く）

設備工事業
食料品製造業

飲料・たばこ・飼料製造業
木材・木製品製造業（家具を除く）

家具・装備品製造業
窯業・土石製品製造業

道路貨物運送業
運輸に附帯するサービス業

飲食料品卸売業
建築材料、鉱物・金属材料等卸売業

その他の卸売業
織物・衣服・身の回り品小売業

飲食料品小売業
機械器具小売業
その他の小売業

無店舗小売業
不動産取引業

不動産賃貸業・管理業
物品賃貸業

専門サービス業（他に分類されないもの）
技術サービス業（他に分類されないもの）

宿泊業
飲食店

持ち帰り・配達飲食サービス業
洗濯・理容・美容・浴場業

その他の生活関連サービス業
娯楽業

学校教育
その他の教育、学習支援業

医療業
社会保険・社会福祉・介護事業

郵便局
廃棄物処理業
自動車整備業

機械等修理業（別掲を除く）
その他の事業サービス業

政治・経済・文化団体
宗教

黒字企業割合 赤字企業割合

● 「農業」や「林業」、「道路貨物運送業」、「物品賃貸業」などで赤字企業割合が高い 

● 観光産業である「宿泊業」および「飲食店」は約 8割が黒字 

 産業中分類別の黒字・赤字企業をみると、「農業」や「林業」、「道路貨物運送業」、「物品賃貸業」

などで赤字企業割合が高くなっています。 

 観光産業である「宿泊業」および「飲食店」は約 8割が黒字企業となっています。 
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（５）売上高付加価値率と労働生産性 

 

 

図表Ⅰ-5-6 売上高付加価値率（横軸）と労働生産性（縦軸）（2012年） 

 

※売上高付加価値率…売上高に占める付加価値の割合。産業の加工度を示す。 

※労働生産性…従業者 1 人あたりの付加価値額。労働の効率性を計る尺度。 

出所：経済センサス活動調査より作成（以下同じ） 

  

● 産業の加工度は高いが、労働の効率性は低い 

● 「教育、学習支援業」は労働生産性が高い 

 本町の売上高付加価値率と労働生産性をみると、売上高付加価値率の平均は 40％と鹿児島県

（24％）や全国（18％）と比較して高い水準にあり、産業の加工度は高いと言えます。 

 一方、労働生産性は「教育、学習支援業」が高いものの平均 2.6 百万円と、鹿児島県（4.1 百万

円）や全国（5.9百万円）に比べ低い水準にあり、労働の効率性は低いと言えます。 
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図表Ⅰ-5-7 売上に占める付加価値額割合（横軸）と労働生産性（縦軸）（2012年 鹿児島県） 

 

 

図表Ⅰ-5-8 売上に占める付加価値額割合（横軸）と労働生産性（縦軸）（2012年 全国） 
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 Ⅱ 将来人口推計

 

１．将来人口推計 

 

（１）シミュレーションにおける前提条件 

 

≪本町の人口動向の特徴≫ 

■老年人口は増加傾向にあり、自然減は拡大傾向 

■進学や就職により若年層は流出超過だが、30～40歳代はＵ・Ｉターンによる流入超過 

■合計特殊出生率は人口維持に必要な水準をやや下回る 

■晩婚化の進行、男性の生涯未婚率が高い 

■本市の基盤産業（外貨を稼ぐ産業）は観光産業や農業だが、小規模事業所が多く、労働生産性は

低い。 

 

 

 

ベンチマーク１（社人研推計準拠） 

・主に 2005年から 2010 年の人口動向を勘案し将来の人口を推計 

・移動率は今後、全域的に縮小すると仮定 

ベンチマーク２（日本創生会議推計準拠） 

・社人研推計をベースに、移動に関して異なる過程を設定 

・全国の移動総数が、社人研の 2010～2015年の推計値から縮小せずに、2035～2040年ま

で概ね同水準で推移すると仮定。（社人研推計に比べて純移動率（の絶対値）が大きな値となる） 

シミュレーション１ 

・合計特殊出生率が 2030 年までに人口置換水準 2.1 まで上昇し、それ以外は社人研推計準拠 

シミュレーション２ 

・合計特殊出生率が 2030 年までに人口置換水準 2.1 まで上昇し、かつ移動（純移動率）がゼロ

（均衡）で推移 

シミュレーション３ 

・合計特殊出生率が 2020 年までに 2.2まで上昇し、それ以外は社人研推計準拠 

シミュレーション４ 

・移動を独自に設定 

シミュレーション５ 

・移動を独自に設定 
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図表Ⅱ-1-1 前提条件詳細  

 

  

シミュレーション 前　提　条　件

≪出生に関する仮定≫
・原則として、2010年の全国の子ども女性比（１５～４９歳女性人口に対する０～４歳人口の比）と各市町村の子ども女性比との比を
とり、その比が2015年以降、2040年まで一定として市町村ごとに仮定。

≪死亡に関する仮定≫
・原則として、５５～５９歳→６０～６４歳以下では、全国と都道府県の２００５年→２０１０年の生残率の比から算出される生残率を
都道府県内市町村に対して一律に適用。６０～６４歳→６５～６９歳以上では、上述に加えて、都道府県と市町村の２０００年→２００
５年の生残率の比から算出される生残率を市町村別に適用。

≪移動に関する仮定≫
・原則として、２００５～２０１０年の国勢調査（実績）に基づいて算出された純移動率が、２０１５～２０２０年までに定率で０．５
倍に縮小し、その後はその値を２０３５～２０４０年まで一定と仮定。

≪出生・死亡に関する仮定≫
・社人研推計と同様。

≪移動に関する仮定≫
・全国の移動総数が、社人研の２０１０～２０１５年の推計値から縮小せずに、２０３５年～２０４０年まで概ね同水準で推移すると仮
定。（社人研推計に比べて純移動率（の絶対値）が大きな値となる）

シミュレーション１ ベンチマーク１（社人研推計）において合計特殊出生率が2030年までに人口置換水準2.1まで上昇すると仮定。

シミュレーション２
ベンチマーク１（社人研推計）において合計特殊出生率が2030年までに人口置換水準2.1まで上昇し、かつ移動（純移動率）がゼロ
（均衡）で推移すると仮定。

≪出生に関する仮定≫
・2020年までに合計特殊出生率が2.2まで上昇すると仮定

≪死亡・移動に関する仮定≫
・社人研推計と同様。

≪出生に関する仮定≫
・シミュレーション３と同様。

≪死亡に関する仮定≫
・社人研推計と同様。

≪移動に関する仮定≫
・2020年から夫婦年齢「25～29歳⇒30～34歳、30～34歳⇒35～39歳、35～39歳⇒40～44歳」の3階級が毎年各3組（9
組）転入する（15歳未満の子供が1世帯あたり1.5人、男女比1：1と仮定）。

≪出生に関する仮定≫
・シミュレーション３と同様。

≪死亡に関する仮定≫
・社人研推計と同様。

≪移動に関する仮定≫
・2020年から夫婦年齢「25～29歳⇒30～34歳、30～34歳⇒35～39歳、35～39歳⇒40～44歳」の3階級が毎年各5組（15
組）転入する（15歳未満の子供が1世帯あたり1.5人、男女比1：1と仮定）。

ベンチマーク１
社人研推計

ベンチマーク２
日本創生会議

シミュレーション３

シミュレーション４

シミュレーション５
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（２）総人口シミュレーション結果 

 

 

図表Ⅱ-1-2 総人口シミュレーション結果 

 

 

  

11,055

9,297

10,370

11,103

9,415

11,384

10,260

11,259

9,728

12,272

11,773

13,586

12,947

13,136

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

（人）

ベンチマーク１（社人研推計）

ベンチマーク２（日本創成会議推計）

シミュレーション１

シミュレーション２

シミュレーション３

シミュレーション４

シミュレーション５

● ベンチマーク１およびベンチマーク２では 2040年の人口は各 11,055人（2010年比

18.6％減）、10,370人（同 23.7％減）と推計 

● シミュレーション４では人口減少が緩やかになり、シミュレーション５では 2045年を底に人

口増加に転じる 

 ベンチマーク１（社人研推計準拠）およびベンチマーク２（日本創成会議準拠）では 2040 年の

人口は各 11,055人（2010年比 18.6％減）、10,370人（同 23.7％減）と推計されます。 

 シミュレーション１～３については、本町は合計特殊出生率が比較的高く、20～30歳代の社会増

も多いことから、ベンチマーク１と大きな差はみられない結果となっています。 

 一方、シミュレーション４では人口減少が緩やかになり、2060年の人口は 11,773人（2010年比

13.3％減）と推計されます。また、シミュレーション５では 2045年を底に人口増加に転じ、2060

年は 13,136人（同 3.3％減）と推計されます。 
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（３）人口の減少段階 

 

 

図表Ⅱ-1-3 ベンチマーク１の人口減少の段階 

 

 

  

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口 100.0 97.7 94.8 91.5 88.2 84.8 81.4 77.9 74.6 71.5 68.4

年少人口 100.0 96.9 91.0 85.4 80.3 77.3 75.5 74.0 72.1 68.9 65.3

生産年齢人口 100.0 93.7 86.2 81.2 79.4 75.8 71.8 68.2 64.7 63.7 62.9

老年人口 100.0 106.3 114.3 115.9 110.3 107.0 104.1 99.9 96.0 88.7 81.3

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0
総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

≪第1段階≫

老年人口増加

年少・生産年齢人口減少

≪第2段階≫

老年人口維持・微減

年少・生産年齢人口減少

≪第3段階≫

老年人口減少

年少・生産年齢人口減少

● ベンチマーク１では、人口減少段階の「第 1段階」が 2025年まで続き、「第 2段階」が 2035

年まで、以降「第 3段階」に入る 

● シミュレーション４および５では年少人口が横ばい、または増加に転じる 

 ベンチマーク１では、人口減少段階の「第 1段階：老年人口増加、年少・生産年齢人口減少」は

2025年まで続き、「第 2段階：老年人口維持・微減、年少・生産年齢人口減少」が 2035年まで、

以降「第 3段階：老年人口減少、年少・生産年齢人口減少」に入ります。 

 シミュレーション１および３では、老年人口は 2025 年をピークに減少段階に入るものの、年少

人口および生産年齢人口も減少傾向となっています。また、シミュレーション２では年少人口が

2030年以降横ばいで推移し、生産年齢人口も 2050年を底に増加に転じます。 

 シミュレーション４では、年少人口が横ばいで推移、シミュレーション５では年少人口が 2030

年以降増加に転じる結果となっています。 
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図表Ⅱ-1-4 シミュレーション１の人口減少の段階 

 

図表Ⅱ-1-5 シミュレーション２の人口減少の段階 

 

図表Ⅱ-1-6 シミュレーション３の人口減少の段階 

 

 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口 100.0 97.6 94.6 91.4 88.2 85.0 81.7 78.4 75.1 72.2 69.3

年少人口 100.0 96.0 89.8 84.6 81.5 79.7 78.6 77.0 75.2 72.2 68.8

生産年齢人口 100.0 93.7 86.2 81.2 79.2 75.6 71.6 68.2 64.9 64.1 63.6

老年人口 100.0 106.3 114.3 115.9 110.3 107.0 104.1 99.9 96.0 88.7 81.3

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0
総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口 100.0 97.9 95.2 92.2 89.3 86.5 83.8 81.2 78.9 77.0 75.5

年少人口 100.0 97.7 91.4 86.6 84.3 84.0 86.1 88.2 89.1 87.2 84.5

生産年齢人口 100.0 92.7 85.6 80.6 79.2 76.2 73.3 71.5 70.6 74.0 76.3

老年人口 100.0 108.7 116.9 118.8 112.6 108.7 104.0 97.5 90.4 77.9 69.2

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0
総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口 100.0 97.6 95.0 92.1 89.1 86.0 82.9 79.8 76.8 74.1 71.6

年少人口 100.0 96.0 92.2 89.2 87.3 84.7 83.1 82.2 80.9 78.3 75.4

生産年齢人口 100.0 93.7 86.2 81.2 79.2 76.1 72.4 69.3 66.4 66.0 65.9

老年人口 100.0 106.3 114.3 115.9 110.3 107.0 104.1 99.9 96.0 88.7 81.3

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0
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図表Ⅱ-1-7 シミュレーション４の人口減少の段階 

 

図表Ⅱ-1-8 シミュレーション５の人口減少の段階 

 

 

  

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口 100.0 97.6 96.2 94.7 93.2 91.8 90.3 89.0 88.0 87.2 86.7

年少人口 100.0 96.0 95.3 95.2 95.9 96.0 96.9 98.3 99.2 98.9 98.2

生産年齢人口 100.0 93.7 87.7 84.3 84.2 83.2 81.9 80.9 80.0 81.3 83.1

老年人口 100.0 106.3 114.3 115.9 110.3 107.0 104.1 100.6 98.3 93.2 87.7

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0
総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

総人口 100.0 97.6 97.1 96.5 96.0 95.6 95.3 95.2 95.4 95.9 96.7

年少人口 100.0 96.0 97.3 99.1 101.6 103.6 106.1 109.0 111.5 112.6 113.5

生産年齢人口 100.0 93.7 88.6 86.3 87.5 87.9 88.2 88.7 89.1 91.5 94.7

老年人口 100.0 106.3 114.3 115.9 110.3 107.0 104.1 101.1 99.8 96.1 92.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0
総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口
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図表Ⅱ-1-9 ベンチマーク１の人口構成割合 

 

図表Ⅱ-1-10 シミュレーション１の人口構成割合 

 

図表Ⅱ-1-11 シミュレーション２の人口構成割合 
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28.0% 30.5% 33.8% 35.5% 35.1% 35.4% 35.8% 35.9% 36.1% 34.8% 33.3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口 生産年齢人口 老年人口

14.7% 14.5% 14.0% 13.6% 13.6% 13.8% 14.2% 14.5% 14.7% 14.7% 14.6%
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28.0% 30.5% 33.8% 35.5% 35.0% 35.3% 35.7% 35.7% 35.8% 34.4% 32.9%
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図表Ⅱ-1-12 シミュレーション３の人口構成割合 

 

図表Ⅱ-1-13 シミュレーション４の人口構成割合 

 

図表Ⅱ-1-14 シミュレーション５の人口構成割合 
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２．将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の分析 

 

（１）自然増減・社会増減の影響度の分析 

 

 

図表Ⅱ-1-15 自然増減・社会増減の影響度分析 

 

  

分類 比較パターン 影響度

①シミュレーション１の2040年人口＝ 11,103

②ベンチマーク１の2040年人口＝ 11,055

⇒①/②＝ 100.4%

①シミュレーション３の2040年人口＝ 11,259

②ベンチマーク１の2040年人口＝ 11,055

⇒①/②＝ 101.8%

①シミュレーション２の2040年人口＝ 11,384

②シミュレーション１の2040年人口＝ 11,103

⇒①/②＝ 102.5%

①シミュレーション４の2040年人口＝ 12,272

②シミュレーション３の2040年人口＝ 11,259

⇒①/②＝ 109.0%

①シミュレーション５の2040年人口＝ 12,947

②シミュレーション３の2040年人口＝ 11,259

⇒①/②＝ 115.0%

シミュレーション５/
シミュレーション３

3

シミュレーション３/
ベンチマーク１

自然増減の影響度

2

社会増減の影響度

計算方法

2
シミュレーション１/
ベンチマーク１

シミュレーション２/
シミュレーション１

2

シミュレーション４/
シミュレーション３

2

分類 影響度 評価基準

1 100％未満

2 100～105％

3 105～110％

4 110～115％

5 115％以上

1 100％未満

2 100～110％

3 110～120％

4 120～130％

5 130％以上

社会増減の影響度

自然増減の影響度

● 各シミュレーションを比較した将来人口に及ぼす影響度は、自然増減の影響度「２」であり、

既に本町は合計特殊出生率が高い水準のため、出生率上昇の影響は小さい 

● 社会増減の影響度は「２～３」であり、転出抑制や転入増加が人口減少に寄与する影響は大き

い 

 将来人口に及ぼす影響度は、合計特殊出生率を 2.1（シミュレーション１）、2.2（シミュレーシ

ョン２）まで引き上げる自然増減の影響度は「２」（各 100.4％、101.8％）となっています。 

 また人口移動を仮定したシミュレーション２、４、５の社会増減の影響度では、シミュレーショ

ン２および４が影響度「２」（各 102.5％、109.0％）、シミュレーション５が影響度「３」（115.0％）

となっています。 
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（２）人口構造の分析 

 

 

 図表Ⅱ-1-16 推計結果ごとの人口・構成比・増減率  

 

  

0～4歳人口

13,586 2,001 651 7,779 3,806 1,266

ベンチマーク１ 11,055 1,512 503 5,582 3,962 1,037

ベンチマーク２ 10,370 1,361 441 5,195 3,815 827

シミュレーション１ 11,103 1,572 522 5,569 3,962 1,028

シミュレーション２ 11,384 1,722 594 5,704 3,958 1,224

シミュレーション３ 11,259 1,663 558 5,634 3,962 1,044

シミュレーション４ 12,272 1,939 644 6,370 3,962 1,188

シミュレーション５ 12,947 2,124 701 6,861 3,962 1,283

現状値（2010年） 100% 14.7% 4.8% 57.3% 28.0% 9.3%

ベンチマーク１ 100% 13.7% 4.5% 50.5% 35.8% 9.4%

ベンチマーク２ 100% 13.1% 4.3% 50.1% 36.8% 8.0%

シミュレーション１ 100% 14.2% 4.7% 50.2% 35.7% 9.3%

シミュレーション２ 100% 15.1% 5.2% 50.1% 34.8% 10.8%

シミュレーション３ 100% 14.8% 5.0% 50.0% 35.2% 9.3%

シミュレーション４ 100.0% 15.8% 5.2% 51.9% 32.3% 9.7%

シミュレーション５ 100.0% 16.4% 5.4% 53.0% 30.6% 9.9%

ベンチマーク１ -18.6% -24.5% -22.7% -28.2% 4.1% -18.1%

ベンチマーク２ -23.7% -32.0% -32.3% -33.2% 0.2% -34.7%

シミュレーション１ -18.3% -21.4% -19.8% -28.4% 4.1% -18.8%

シミュレーション２ -16.2% -13.9% -8.8% -26.7% 4.0% -3.3%

シミュレーション３ -17.1% -16.9% -14.3% -27.6% 4.1% -17.5%

シミュレーション４ -9.7% -3.1% -1.1% -18.1% 4.1% -6.2%

シミュレーション５ -4.7% 6.1% 7.7% -11.8% 4.1% 1.3%

老年人口
20～39歳
女性人口

年少人口

2040年

現状値（2010年）

総人口 生産年齢人口

構成比

増減率
2010年比

● 子育て世代（20～30 歳代）の流入や若い世代のＵターン促進を図り、その後の年少人口を増

加させることで、人口減少抑制に大きな効果が得られる 

 2040年の推計結果別の人口構造は、現状値より老年人口割合は増加しますが、シミュレーション

２～５では年少人口割合も増加します。 

 また、シミュレーション５では、生産年齢人口は 2010 年と比較し減少しますが、20～39 歳女性

人口や年少人口は増加しています。 
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図表Ⅱ-1-17 推計結果ごとの人口ピラミッド 
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（３）年齢階級別人口移動 

 

 

図表Ⅱ-1-17 年齢階級別人口移動 

 

 

※85 歳以上の人口移動は未掲載、以下同じ 
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● 移住・定住者の増加にあわせて、それに見合った雇用創出や産業振興、および移住・定住先の

確保が必要 

 合計特殊出生率が上昇しても、移動率に大きな差のないベンチマーク１および２、シミュレーシ

ョン１および３では年齢階級別人口移動に大きな差はない結果となっています。 

 シミュレーション４および５では「25～29歳→30～34歳」、「30～34歳→35～39歳」、「35～39歳

→40～44歳」で人口増減が大幅にプラスとなっています。 
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